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要約／Abstract 
 
本稿の目的は、ソーシャルセクターへの就職を志向する人々の特徴を、Public service motivation（PSM）の観点か
ら解明することである。ソーシャルセクターにおける人材育成等の課題は議論されているものの、いかなる人が

当該セクターを志向し、キャリアとして選択するのか、その実態はよくわかっていない。本稿では、個人のキャリ

ア選好を説明する多面的な理論である PSMが、ソーシャルセクターへのキャリア選好と関連するという仮説を設
定した。全国の大学 1年生 1,063名を対象に実施したアンケート調査データを用いて、性別や大学の専攻、仕事の
価値観、外発的動機等の要因をコントロールしつつ仮説の検証を行った結果、PSM スコアの高さや次元の違い、
幼少期や学校における社会化過程といった要因が、ソーシャルセクターへのキャリア選好と関連することが明ら

かになった。これらの知見は、ソーシャルセクター論と PSM論の接合可能性を示唆している。 
 
Public service motivation (PSM) is a multifaceted construct that helps explain individuals’ career preferences. Although previous PSM 
research has shown an association between PSM and interest in government careers, much remains unknown about its relationship 
with preferences for careers in the social sector. Little is also known about the factors associated with career preferences at the pre-
entry stage. This study addresses these gaps by examining the relationship between PSM and college students’ intentions to work in 
the social sector, while controlling for gender, field of study, work values, political orientation, and extrinsic motivation. The analysis 
uses data from an internet-based survey of 1,063 first-year college students in Japan. The results indicate that PSM and its dimensions 
are associated with preferences for careers in the social sector. The results also suggest that some socialization experiences are 
associated with such preferences. These findings suggest the potential for integrating social-sector research with PSM theory. 
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１．研究背景・目的 
 
 近年のソーシャル・イノベーション（以下、

SI）をめぐる海外の研究動向を整理した青尾

（2022）によれば、その研究内容は、①システ

ム変化／民主主義の再構築、②地域エコシステ

ム、③デジタル SI、④オープン SI／テック・フ

ォー・ピープル、という大きく 4 つに大別され

るという。他方で、日本の SI 研究の特徴として

は、ビジネスやテクノロジーに関するイノベー

ション文献との関係が強い点、個別事例（組織）

の分析が中心である点、SI 研究の焦点が次第に

ソーシャル・ビジネスや社会的投資といったツ

ールにシフトしている点（青尾 2018）、また、SI
の理念・概念をめぐる研究や社会的企業・社会

的企業家に関する研究がみられる点（小田切

2022a）が指摘されている。多様な視点から研究

が蓄積されつつある。 
 本稿は、こうした既存の SI 研究の潮流とは少

し異なった視点から研究の問いを設定したい。

それは、「いかなる人がソーシャルセクター1を

職業として選択するのか」という問いである。

一般的に、民間企業や政府機関の方が報酬が高

いケースが多いため、ソーシャルセクターにお

いては人材の獲得が重大な問題となる 
（McGinnis Johnson and Ng 2016）。とりわけ、日

本においては、労働市場におけるソーシャルセ

クターの存在感は企業等に比べ希薄であり、当

該セクターにおける人材獲得は恒常的な課題

として捉えられてきた。無論、例えば、社会起

業家の役割や育成（服部 2002；露木 2011）、ソ

ーシャル・イノベーターの育成（今里編 2022）、
特定非営利活動法人職員の就労や雇用環境（独

立行政法人労働政策研究・研修機構 2006；2016）、
ボランティアの参加動機（桜井 2002；三谷 2016）
等、日本のソーシャルセクターに属する人々の

意識や行動に焦点をあてた研究は枚挙に暇が

ない。しかし、多様な職業の選択肢がある中で、

いかなる人がソーシャルセクターを志向し、キ

ャリアとして選択するのか、その実態は十分に

理解されているとは言い難く、検討の余地があ

る。こうした問題意識は、「いかなる人が、いか

にしてソーシャル・イノベーターになるのか」

という、根源的な問いにも通底するものである。 
 以上の文脈を踏まえ、本稿では、ソーシャル

セクターを職業として志向する人々の背景・要

因を解明するための端緒として、個人のキャリ

ア選好を説明する多面的な理論である Public 
service motivation（以下、PSM）に着目し、当該

セクターへの就職を志向する人々の特徴を分

析する。具体的には、この PSM のあり様が、ソ

ーシャルセクターへのキャリア選好に結び付

くか否か、全国の大学 1 年生を対象に実施した

アンケート調査データを用いて検証する。 
 以下、第 2節で先行研究の検討を行い、分析

視角を提示する。第 3節では分析に用いるデー

タを説明し、第 4節で分析結果を示す。最後に、

第 5節で結果の解釈と含意について論じる。 
 
２．先行研究の検討と分析視角 
 
(1)PSM論 
 まずは、本稿が依拠する PSM 論について概

観する。Perry and Wise（1990）によれば、PSM
は、「公共部門の組織や制度に本来的かつ独自

に内在する動機づけに対応した個人の性向」と

して定義される。そして、PSM の動機づけ構造

として、合理的（rational）、規範的（norm-based）、
情緒的（affective）の 3 つの次元に区別するモ

デル及び心理尺度が提示されている。この

PSM は、従来の合理的選択理論や伝統的な動

機づけ理論では見落とされていた人々の利他

的、規範的な側面を扱う理論として注目され、

その後、研究として著しい発展を遂げている

（田井 2017）。例えば、PSM の先行要因、PSM
の結果・成果、PSM の調整効果・媒介効果、人

的資源管理等への示唆、PSM の国際比較、PSM
の政府－民間－非営利セクター間比較、PSM
の尺度開発等の多様な視点で研究が展開され

ている（Mussagulova and Van der Wal 2021）。日

本においても、近年、研究が蓄積されており、

泉澤（2014）、水野（2014）、田井（2017）、水
野（2020）、菊池（2019）、林他（2021）、小田

切（2022b）、柳（2022）、鳴海・大塚（2024）、
廣仲（2024）等が PSM の検討を行っている。 
 
(2)PSM とキャリア選好との関係 
 Perry and Wise（1990）は、個人の PSM のレ

ベルが高いほどその個人が公共的組織へ就職

しようとする可能性が高くなると主張する。彼

らの主張は、Schneider（1987）の Attraction-
Selection-Attrition（ASA）のフレームワークを

反映したものである。Schneider（1987）によれ

ば、ある状況下にいる個人は、それを無作為に

選択しているのではなく、自身にとって魅力的

な状況を探し、選択して留まるとみなせるとい

う。こうした ASA フレームワークに基づく

PSM の観点からは、高い PSM を持つ個人は、

そうした向社会性や利他的な動機を充足でき

ると予測される公共的組織を魅力的に感じ、そ

こに惹きつけられるという示唆が得られるの

である。 
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 先行研究においては、この仮説を証明するた

めの実証研究が進められてきた。とりわけ、職

場での社会化を経験していない大学生を対象

に、PSM とキャリア選好との関係についての

分析が行われている。例えば、Carpenter et al.
（2012）、Clerkin and Coggburn（2012）、Piatak
（2016）は、米国の大学生を対象とする分析か

ら、PSM と公共的組織へのキャリア選好との

正の関連性を明らかにしている。同じく

Vandenabeele（2008）、Van der Wal and Oosterbaan
（2013）は、それぞれベルギーとオランダの大

学生を対象に、PSM が公共的組織へのキャリ

ア選好と正の関係にあることを実証している。

一方で、デンマークの理学療法士を分析対象と

した Kjeldsen and Jacobsen（2013）や、韓国の

大学生を分析した Lee and Choi（2016）では、

PSM と公共的組織へ就職したいという志向と

の関連性は確認されていない。 
 
(3)PSM とソーシャルセクターとの関係 
 上記の研究では、公共的組織として政府機関

を想定し、民間企業との比較を通じて分析を行

ったものが大半である。他方で、近年では PSM
とソーシャルセクターとの関係性の分析につ

いて関心が集まっている。その理由は次の通り

である。第 1 に、PSM は公益に貢献しようと

する動機に関連するものであり、必ずしも政府

セクター固有のものではないからである

（Perry and Hondeghem 2008）。公共的な活動の

機会はあらゆるセクターに存在し得ると捉え

れば、PSM のレベルが高い個人は、セクターに

かかわらず公共性の高いキャリアを志向する

可能性がある（Christensen and Wright 2011）。 
 第 2 に、ソーシャルセクターの労働者と政府

セクターの労働者は、動機づけの方向性や価値

観が類似しているからである（Miller-Stevens et 
al. 2015; Taylor 2010; Word and Carpenter 2013）。
例えば、Word and Carpenter（2013）は、PSM が

ソーシャルセクターにおける労働者の行動の

予測因子となることを主張し、Miller-Stevens et 
al.（2015）は、ソーシャルセクターと政府セク

ターの管理職の価値観には高い類似性がある

ことを明らかにしている。 
 第 3 に、ソーシャルセクターの各組織は、む

しろ政府機関よりも、PSM の高い個人を誘引

する魅力的な環境的・構造的特性を持つ可能性

があるからである（Hansmann 1980; Lee and 
Wilkins 2011; Mann 2006）。ソーシャルセクター

の各組織は、強い公益的使命を持つ。また、他

者を助け、社会のニーズに貢献する有意義な機

会が得られる環境は、ソーシャルセクターの労

働者にとって強い動機付けとなることが示唆

されている（Amos et al. 2015; Benz 2005; Gidron 
1983; Park and Word 2012）。 
 
(4)分析視角 
 本稿では、以上のような PSM 論の現状を踏

まえつつ、個人の PSM とソーシャルセクター

へのキャリア選好との関係性を分析する。具体

的には、「個人の PSM のレベルが高いほどソー

シャルセクターへ就職しようとする志向が強

くなる」という仮説を設定し、日本の大学生、

すなわち、職場での社会化を経験していない入

職前の人々を対象とした分析を通じて明らか

にする。本仮説の特徴及び意義は次の 2 点に集

約される。 
 第 1 に、PSM を個人のキャリア選択におけ

る予測因子として位置づけ、ソーシャルセクタ

ーへの就職を志向する「潜在的な」層の特定と

その特徴に関する知見を提供する点である。冒

頭で述べた通り、日本の労働市場におけるソー

シャルセクターの存在感は希薄であり、当該セ

クターにおける戦略的かつ多角的な人材獲得

は、セクターの発展にも影響する非常に大きな

課題である。本仮説は、将来的にソーシャルセ

クターへ入職する可能性がある層の特徴を解

明する点で、ソーシャルセクター論が抱える人

材問題に対して貢献する2。 
 第 2 に、ソーシャルセクター論、及び PSM
論の射程を拡大する点である。前述のように、

PSM 論においては公務員や民間企業の労働者

を対象とした分析が行われてきたが、一部の研

究（Rose 2012; Bright 2016; Ballart and Rico 2018）
を除き、ソーシャルセクターの人材と PSM を

結び付ける研究は不足しており、その実態はよ

くわかっていない。PSM とソーシャルセクタ

ーのキャリア選好との関係性の探求は、PSM
論を前進させる（Ballart and Rico 2018）と同時

に、ソーシャルセクター論の外延を拡張するこ

とにもつながるだろう。 
 
３．分析方法 
 
(1)分析データ 
 分析は、アンケート調査データを用いて行う。

本データは、株式会社ジャストシステムの登録

モニターに対して実施したインターネット調

査によるものである3。本調査は、2023 年 1月
24 日時点で、職業が大学生や専門学校生等の

学生で、かつ初年次生（1 年生）である同社の

モニターを対象に実施されたものであり、

1,359 名から回答を得た。調査対象を初年次生
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に限定した理由は、大学における社会化の影響

を考慮したためである。PSM がソーシャルセ

クターへのキャリア選好に影響するとしたと

き、それが PSM の高い個人による選択の結果

なのか、それとも大学での専門教育や就職活動

経験等による結果なのか、を明確に判別するこ

とは容易ではない。そこで、大学生のうち、そ

うした社会化の影響が最も少ないと推察され

る初年次生に対象を限定し、大学での専門教育

や就職活動等を通じた社会化の影響を可能な

限り抑えたうえで、個人の持つ PSM の影響を

識別しやすいデータを作成した4。なお、調査対

象者数は、調査予算の上限により決定した。 
 アンケート調査は、卒業後の仕事及び進路に

関する質問、仕事を選択する上で重要視する要

素に関する質問（給料、雇用の安定性、昇進、

ワークライフバランス、地域性、職場の人間関

係、成長の機会、自己実現）、PSM に関する質

問（尺度）、社会貢献活動経験、個人属性に関

する質問（性別、年齢、世帯の暮らし向き、所

属機関、学問等の分野、幼少期の社会化教育、

共感性、信頼性、居住地、政治的立場）で構成

された。 
 以下では、本アンケート調査の回答者 1,359
名のうち、所属機関が大学及び短期大学である

1,063名を分析対象とする。 
 
(2)被説明変数 
 本分析の被説明変数は、ソーシャルセクター

に対するキャリア選好であり、Vandenabeele
（2008）を基に設定した。調査では、「大学等

卒業後のあなたの仕事に関して、以下に提示し

たそれぞれの組織・団体で働きたいと思います

か」という質問を行い、民間企業、政府機関、

非営利組織それぞれについて、「とても働きた

いと思う」から「全く働きたいとは思わない」

までの 5 件法で回答を求めた。質問に際して

は、民間企業については「自営業や個人事業主

を含む」こと、政府機関については「公務員や

学校教員等が代表例である」こと、非営利組織

については「NPO・NGO、公益財団法人、社会

福祉法人、医療法人等の民間企業や政府機関以

外の組織・団体」を指すことを提示した5。本分

析においては、これらのうち、非営利組織に関

する質問を用いてソーシャルセクターへのキ

ャリア選好を分析する。なお、これらのキャリ

ア選好の特徴を明確化するために、政府セクタ

ーへのキャリア選好の分析も同時に行い、結果

を比較しつつ解釈することとする。 
 
(3)説明変数 
 説明変数には PSM に関連する 2 つのパター

ンの変数を設定した。第 1 に、PSM 尺度であ

る。もっとも、PSM尺度には合意があるわけで

はなく、Perry（1996）の開発した 24項目の尺

度に依拠している研究が多くみられるものの、

簡略化された 5項目の尺度を用いた研究や、再

定義された尺度など、多様化している

Attraction to public service (APS) 
・私は自分の住む地域を支援する活動を始めたり、それに携わったりする人々を尊敬する 
・社会問題に取り組む活動に対して貢献することは大切である 
・有意義な公共サービスは、私自身にとって非常に重要なものである 
・私にとって公益に貢献することは重要である 
Commitment to public values (CPV) 
・私は人々の機会均等は非常に重要だと思う 
・人々が公共サービスの継続的な提供に頼れることが重要である 
・公共政策の立案において、将来の世代の利益を考慮することは基本である 
・公務員が倫理的に行動することは不可欠である 
Compassion (COM) 
・私は恵まれない人々の苦しい状況に心を動かされる 
・私は困難に直面する人々に感情移入する 
・私は他者が不当な扱いを受けているのを見ると憤りを覚える 
・他者の幸せを考えることは非常に大切なことである 
Self-sacrifice (SS) 
・私は社会のために犠牲を払う覚悟がある 
・自分自身のことよりも、国民や市民としての義務が優先されるべきである 
・私は、個人的な損失を覚悟で、社会の役に立ちたいと思う 
・たとえ自分に金銭的負担があったとしても、貧しい人々がより良い生活を送れるようにするための計画があれ

ば同意する 

表 1 PSM 尺度（Kim et al.（2013）を基に筆者作成） 
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（Mussagulova and Van der Wal 2021）。本稿では、

Kim et al.（2013）の尺度を用いた。Kim et al.
（2013）は、12 か国で国際的にテストされた

PSM 尺度を提案しており、とくにアジア圏で

の適用を考慮しており日本での測定に適して

いると判断した6。尺度は表 1 の通りである7。

本尺度は、「公共サービスへの関心（Attraction 
to public service (APS), α=0.801）」、「公共的価値

へのコミットメント（Commitment to public 
values (CPV), α=0.798 ）」、「 思 い や り

（Compassion (COM), α=0.820）」、そして「自己

犠牲（Self-sacrifice (SS), α=0.791）」の 4 次元 16
項目で構成されている。本分析では、これらの

各次元の項目について主成分分析を行い、算出

された主成分得点を変数に用いる。 
 第 2 に、過去の社会化過程に関する変数であ

る。PSM 論では、上記の PSM尺度以外に、向

社会的行動が PSM の代理変数として用いられ

るケースがある（Houston 2006; Lee and Choi 
2016）。ここでは、2種類の社会化過程に関する

変数を設定した。1 つは、幼少期における家庭

内での社会化に関するもの、もう１つは、学校

における社会化に関するものである。三谷

（2016）によれば、幼少期からの利他的な教育

に伴う社会化過程がボランティア行動等に影

響しているという。利他的動機である PSMも
こうした社会化過程の影響を受けると推測す

る。調査では、幼少期の社会化過程については、

「小さな頃、親や祖父母が人を助けるのを見て

育った」という質問を、また、学校での社会化

過程については「学校教育のなかで、人助けの

大切さを学ぶ機会があった」という質問を行っ

た。いずれも、「全くあてはまらない」から「よ

くあてはまる」の 5件法で回答を得たが、分析

では、ポジティブな選択肢（よくあてはまる、

ややあてはまる）を 1 とするダミー変数を用い

た8。 
 
(4)統制変数 
 統制変数としては、性別、居住地（北海道地

方、東北地方、関東地方、中部地方、近畿地方、

中国地方、四国地方、九州・沖縄地方）、国公

立大学ダミー、大学での専攻（人文科学系、社

会科学系、理学系、工学系、農学系、生物学系、

医歯薬学系、保健学系、家政学系、芸術学系、

その他）、大学等に入学するまでの暮らし向き
9、といった個人属性を採用した。 
また、仕事に対する価値観を設定した。特定

のキャリア選好に関連する外発的・内発的動機

づけ要因を分析した Santinha et al.（2021）に基

づき、「給料が高いこと」「雇用が安定している

こと」「昇進しやすいこと」「ワークライフバラ

ンスがとれていること」「自身の能力やスキル

を向上させる機会があること」「地域に密着し

て働けること」を、どの程度重要視するかとい

う変数を用いた。調査では、「あなたが仕事や

職場を選ぶ上で、以下の事柄はどの程度重要で

すか」という質問に対し、上記それぞれの事柄

について「とても重要である」から「全く重要

ではない」の 5件法で回答を求めた。なお、分

析では、ポジティブな選択肢（とても重要であ

る、やや重要である）を 1 とするダミー変数を

用いた。 
この他、政治的イデオロギーがキャリア選好

に関連することを考慮し（Van der Wal and 
Oosterbaan 2013; Piatak 2016）、変数として採用

した。「政治的立場を表すのに、保守的、革新

的などという言葉が使われます。0 が革新的、

10 が保守的だとすると、あなたの政治的立場

は、どこにあたると思いますか」という質問に

対し、11件法で回答を求めた。 
 以上の変数によって分析を行う。分析には順

序プロビット・モデルを用いた10。変数の記述

統計は表 2 の通りである。 
 
４．分析結果 
 
(1)PSM とソーシャルセクターへのキャリア選好と
の関連 

 表 3 が PSM とソーシャルセクターへのキャ

リア選好との関連を、また、表 4 が PSM と政

府セクターへのキャリア選好との関連を、それ

ぞれ分析した結果である。PSM 関連の変数を

それぞれ別々に投入した 6 つのモデルを提示

した。結果が示唆する点は、第 1 に、Kim et al. 
（2013）の PSM尺度の 4 次元のうち、「他者へ

の思いやり（COM）」と「自己犠牲（SS）」がソ

ーシャルセクターへのキャリア選好と正の有

意な関係にあることである。これらのレベルが

高い方が、ソーシャルセクターへ就職しようと

する志向は強くなる。政府セクターに関する分

析では、いずれの次元も PSM と正の有意な関

係がみられるが、ソーシャルセクターの分析で

は、「公共サービスへの関心（APS）」及び「公

共的価値へのコミットメント（CPV）」は 5％水
準での有意差は確認できず、両者の違いが明ら

かになっている。 
 Kim et al.（2013）の尺度の次元のうち、「公

共サービスへの関心（APS）」は、地域の諸問題

への関与や政策形成への関与といった、公共部

門や公共サービスそのものへの関心を示し、

「公共的価値へのコミットメント（CPV）」は、
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公平性、公益、規範、倫理といった民主主義に

おいて共有される価値を表す。対して、「他者

への思いやり（COM）」は社会的弱者への配慮

や共感性を、そして、「自己犠牲（SS）」は自己利

益の抑制や無償性・献身性に関する行動意図を

表現したものである。これら各次元の位置づけ

を踏まえると、弱者への配慮や他者への共感と

いった感情を起点に、自己犠牲を伴う行動へ向

かう動機が、ソーシャルセクターへのキャリア

選好に結びついていると理解できる。そこでは、

公務員と関連する公共的制度や政策、規範等へ

の関心や価値は求められないということだろう。 

 第 2 に、幼少期の社会化過程がソーシャルセ

クターへのキャリア選好と正の有意な関係に

あることがわかる。幼少期に家庭内において

利他的教育を受けたと認識する人ほど当セク

ターへの就職を志向する関係にあるといえる。

一方、政府セクターの分析では幼少期及び学

校教育のいずれの社会化過程も有意差が確認

されたが、ソーシャルセクターの分析では後

者について有意差が認められなかった。ソー

シャルセクターへのキャリア選好に対しては、

学校教育における社会化の影響力は強くはな

い可能性がある。 

表 3 PSM とソーシャルセクターへのキャリア選好との関連（順序プロビットモデル） 
 

APS 0.074 0.039 +

CPV 0.037 0.039

COM 0.124 0.039 **

SS 0.169 0.037 ***

幼少期社会化 0.193 0.069 **

学校社会化 0.139 0.073

高給料 -0.351 0.119 ** -0.334 0.118 ** -0.326 0.119 ** -0.291 0.119 * -0.333 0.119 ** -0.337 0.118 **

雇用安定性 0.010 0.123 0.037 0.122 0.029 0.122 0.043 0.124 0.055 0.123 0.006 0.124

昇進 0.101 0.066 0.092 0.066 0.100 0.066 0.065 0.067 0.083 0.066 0.096 0.067

WLB 0.011 0.104 0.028 0.104 0.013 0.105 0.079 0.104 0.038 0.104 0.023 0.104

学習機会 0.060 0.081 0.087 0.082 0.052 0.082 0.033 0.082 0.073 0.081 0.082 0.081

地域志向 0.157 0.070 * 0.152 0.070 * 0.153 0.070 * 0.142 0.070 * 0.139 0.071 * 0.154 0.070 *

女性 0.207 0.073 ** 0.200 0.073 ** 0.194 0.073 ** 0.238 0.073 ** 0.198 0.073 ** 0.200 0.073 **

北海道地方 -0.167 0.171 -0.153 0.173 -0.173 0.172 -0.151 0.172 -0.136 0.170 -0.180 0.173

東北地方 0.177 0.146 0.174 0.146 0.168 0.147 0.152 0.147 0.184 0.145 0.175 0.145

中部地方 0.078 0.099 0.081 0.099 0.068 0.100 0.076 0.100 0.065 0.100 0.077 0.099

近畿地方 0.020 0.090 0.016 0.090 0.008 0.090 0.011 0.090 0.019 0.090 0.011 0.090

中国地方 -0.002 0.139 0.036 0.139 -0.002 0.139 0.013 0.139 0.015 0.139 0.021 0.140

四国地方 -0.092 0.239 -0.043 0.242 -0.069 0.236 -0.008 0.232 -0.062 0.245 -0.070 0.241

九州・沖縄地方 -0.079 0.128 -0.064 0.128 -0.078 0.127 -0.058 0.126 -0.089 0.127 -0.070 0.128

国公立大学 0.153 0.075 ** 0.155 0.076 ** 0.161 0.075 * 0.155 0.075 * 0.141 0.076 + 0.151 0.075 *

人文科学系 0.298 0.129 * 0.264 0.129 * 0.267 0.130 ** 0.309 0.131 * 0.267 0.131 * 0.265 0.129 *

社会科学系 0.044 0.120 0.038 0.120 0.032 0.120 0.071 0.121 0.043 0.120 0.034 0.119

理学系 0.286 0.165 + 0.256 0.165 + 0.270 0.164 + 0.301 0.161 + 0.285 0.167 + 0.254 0.165

工学系 0.120 0.148 0.069 0.147 0.109 0.147 0.112 0.148 0.090 0.148 0.077 0.146

農学系 0.142 0.210 0.119 0.211 0.135 0.208 0.163 0.210 0.122 0.210 0.123 0.208

生物学系 0.139 0.273 0.116 0.267 0.107 0.267 0.184 0.270 0.118 0.270 0.115 0.266

医歯薬学系 0.584 0.147 *** 0.556 0.147 *** 0.560 0.147 *** 0.542 0.150 *** 0.556 0.148 *** 0.561 0.146 ***

保健学系 0.398 0.184 ** 0.362 0.180 * 0.383 0.182 * 0.399 0.182 * 0.340 0.179 + 0.351 0.180 +

家政学系 0.024 0.210 0.004 0.209 0.028 0.206 0.017 0.206 0.006 0.216 -0.010 0.212

芸術学系 -0.272 0.223 -0.272 0.226 -0.283 0.222 -0.227 0.227 -0.267 0.228 -0.266 0.227

ゆとりあり 0.025 0.068 0.021 0.068 0.017 0.068 0.026 0.068 -0.005 0.069 0.010 0.068

保守的 0.008 0.018 0.009 0.018 0.010 0.018 0.007 0.018 0.009 0.018 0.010 0.018

サンプルサイズ

対数尤度

擬似決定係数

***p<.001  **p<.01  *p<.05  +p<.10

※リファレンス・グループ：居住地は「関東地方」、大学での専攻は「その他」

※各モデル右列の数値はロバスト標準誤差

モデルⅥ

1063

-1558.299

0.034

モデルⅤ

1063

-1556.783

0.035

モデルⅣ

1063

-1548.183

0.041

モデルⅠ モデルⅡ モデルⅢ

1063 1063 1063

-1558.389 -1560.257 -1554.178

0.035 0.033 0.037
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(2)その他統制変数の傾向 
 その他、有意差が認められた統制変数につい

て確認すると、第 1 に、仕事に対する価値観に

関して、「給料が高いこと」で負の有意差が、

また、「地域に密着して働けること」で正の有

意差が認められた。つまり、外発的動機として

の賃金報酬の優先順位は低く、地域密着で働き

たいという価値観を持つ人がソーシャルセク

ターを志向していることになる。後者について

は、U ターンや J ターン等の地元就職志向と関

係している可能性があるが、本データでは分析

に限界があり、今後の検証が必要である。なお、

政府セクターの分析では、この地域志向に加え、

雇用の安定性及び昇進しやすいことについて

正の有意な関係がみられており、違いが読み取

れる。 
 第 2 に、性別である。ソーシャルセクター、

政府セクターのいずれの分析においても、女性

であるほど就職したいという志向が強い結果

であった。ボランティア論等では、従来から女

性の方が向社会的行動を行う傾向にあること

が指摘されてきたが、本稿でも類似した結果が
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表 4 PSM と政府セクターへのキャリア選好との関連（順序プロビットモデル） 
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示されたといえる。 
 第 3 に、所属大学である。国公立大学に所属

していることが、いずれのセクターへのキャリ

ア選好とも正の有意な関係にあることが確認

された。これは、国公立大学に所属しているこ

と自体が要因というよりも、向社会性の水準が

高い人ほど、大学の選択においてもより公的な

組織を選択しやすいと解釈する方が結果の理

解はしやすい。 
第 4 に、所属大学における専攻である。統計

的に有意となった専攻は、ソーシャルセクター

分析と政府セクター分析では異なる結果とな

った。前者においては、人文科学系、医歯薬学

系、保健学系が正の関係、後者においては、社

会科学系及び理学系が正の関係、芸術学系が負

の関係であった。本調査では、ソーシャルセク

ターの組織として医療法人を含めて定義を行

っており、医歯薬学系や保健学系の学生の反応

が顕著にあらわれたとみられる11。人文科学系

の学生の詳細については本分析では限界があ

る。なお、社会科学分野は、ソーシャルセクタ

ーを研究対象とする中心的な学問分野のよう

にも思われるが、前述の医歯薬学系との相対的

な影響のためか、統計的な有意差は認められな

かった。 
 
５．考察 
 
(1)得られた知見 
 本稿の実証分析から得られた主たる知見は

次の通りである。 
 
①PSM尺度（Kim et al. 2013）の 4 次元のうち、

COM（他者への思いやり）及び SS（自己犠
牲）がソーシャルセクターへのキャリア選好

と正の有意な関係にある。 
②幼少期における家庭内での利他的教育を通

じた社会化過程がソーシャルセクターへの

キャリア選好と正の有意な関係にある。 
③仕事に対する価値観とソーシャルセクター

へのキャリア選好との関係性について、「給

料が高いこと」が負の関係、また、「地域に

密着して働けること」が正の関係にある。 
④所属大学の専攻が人文科学系、医歯薬学系、

保健学系であることは、ソーシャルセクター

へのキャリア選好と正の関係を持つ。 
 
(2)含意 
 以上の知見を踏まえ、含意を 2 点指摘してま

とめとする。第 1 に、ソーシャルセクターへの

就職を志向する人々の特性を考慮した人材獲

得戦略並びに人材育成の必要性である。分析で

は、PSM の 4 次元のうち他者への思いやり

（COM）及び自己犠牲（SS）の動機、地域密着

志向、大学及びその専攻等がソーシャルセクタ

ーへのキャリア選好と関連することが明らか

になったが、これは、そうした特性を持つ人々

がソーシャルセクターへ誘引されやすいこと

を示唆している。報酬に基づく人材獲得が難し

いソーシャルセクターにおいては、これらの特

性を持った潜在的な層に対するマーケティン

グや採用戦略等が必要だろう。他方で、幼少期

の家庭内における社会化過程との関連が確認

された通り、PSM がそうした社会化過程によ

り醸成される傾向が強いものであるとするな

らば、幼少期におけるソーシャルセクターへの

動機付けが非常に重要な課題となり得る。PSM
をソーシャルセクターへのキャリア選好に関

する予測因子と捉えつつ、教育や人材育成のあ

り様を検討する必要がある。 
 第 2 に、ソーシャルセクター論と PSM 論と

の接合可能性が実証された点である。PSM の

理論や分析枠組みは、本稿の分析結果が示唆す

る通り、ソーシャルセクターに対する分析とも

親和性があるといえる。また、PSM の 4 次元

についての政府セクター志向とソーシャルセ

クター志向の違いが明らかになったが、同じ利

他的な動機を持ちながら、なぜ違うセクターを

志向するのかという問いに対しても、PSM 論

は一定の説明力を持っている。もっとも、ソー

シャルセクター論においても、冒頭で言及した

通り、人々の動機に関する多様な研究が蓄積さ

れている。しかし、PSM のように他セクターと

の比較を可能とする包含的・体系的な動機の研

究は希少である。今後、両者の接続を前提とし

たさらなる研究の進展が望まれる。 
 最後に、本稿には多くの課題・限界がある。

第 1 に、PSM による予測が実際のキャリア選

択に結び付くかどうかの検証は行っていない。

第 2 に、分析データはクロスセクションデータ

であるため、因果関係の検証には限界がある。

パネルデータ等を用いた検証が不可欠である。

第 3 に、本稿では PSM 論に依拠したが、キャ

リア研究という視点でみれば、既存の多様なキ

ャリア理論との比較や相互作用についての検

討は大きな課題である。そして第 4 に、本稿は

ソーシャル・イノベーターのキャリアに特化し

た分析は実施できていない。ソーシャル・イノ

ベーターの定義付けや、そのサンプリングの難

しさ等の問題はあるが、いかなる人がソーシャ

ル・イノベーターになるのかを実証的に解き明

かす試みが必要だろう。 
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注 
 
1 宮垣編（2020）は、NPO、NGO、社会的企業、協同組合等の社会的課題に向き合う主体やその営みの多様さ、
複雑さを踏まえ、それらを総称する表現として「ソーシャルセクター」を用いている。本稿でもこの呼称を用

いることとする。 
2 なお、PSMとキャリア選択の関係性を分析する場合、後者は、実際にどこに就職したかについて分析すること
が望ましい。しかし、個人の実際のキャリア選択は、偶然におこる予期できないものによって決定されるとい

う見方があり（Mitchell et al. 1999）、その場合、個人のキャリア選好と実際のキャリア選択の結果は一致すると
は限らない。その意味でも、PSMをキャリア選択の予測因子として位置づけ、就職前の大学生を分析すること
には一定の意義があるといえる。 

3 インターネット調査は、標本の代表性の評価が十分にできない可能性や、回答に電子端末を用いることによる
測定誤差等、課題が指摘されている（三輪他 2020）。本調査は、特定の大学に偏らない全国の多様な大学生を
調査対象とすることを目的にインターネット調査を選択したが、調査結果には無視できないバイアスが存在す

る可能性がある点に留意が必要である。 
4 本調査データはクロスセクションデータであるため、PSMとキャリア選好との因果関係や、それらの変化過程
を直接検証することはできない。また、本研究では大学初年次生に対象を限定することで、大学における社会

化の影響を可能な限り抑制したが、その影響そのものを分析対象とすることはできていない。こうした点を明

らかにするためには、同一個人を継続的に追跡するパネルデータを用いた分析が必要である。 
5 本調査では、Vandenabeele（2008）に依拠し、民間企業、政府、そして、それ以外の非営利組織という 3つの
セクター区分を用いて、かつ抽象的な表現によって質問する方法を採用した。この理由は、第 1に、本稿の関
心が、社会福祉法人や社会的企業といった個別の組織・団体ではなく、その総体であるソーシャルセクターへ

のキャリア志向を分析する点にあるためである。第 2に、ソーシャルセクター等の厳密な定義を試みることで
質問が複雑化し、回答の質にバラつきや偏りが生じるリスクを避けるためである。 

6 尺度の妥当性を検証するため構造方程式モデリングを用いてデータに対する適合度を検討した。モデル適合度
の評価に、χ2値、自由度、Comparative Fit Index、Root Mean Square Error of Approximationを用いたが、統計的
な許容水準を満たしていた。 

7 アンケート調査では、各質問に対して、「大いにそう思う」「そう思う」「どちらともいえない」「そう思わな
い」「全くそう思わない」の選択肢で回答を求めた。 

8 本分析に用いた説明変数のうち、PSMを除く他のリッカート尺度に基づく変数は、ポジティブな選択肢を 1、
それ以外を 0とするダミー変数としてモデルに投入した。これは、後述する順序プロビット・モデルの採用、
サンプルサイズの制限、自由度不足、モデル推定の安定性等を考慮したためである。ダミー変数化によって情

報量が失われるが、分析結果に大きな影響はないと判断した。ただし、11件法で測定した政治的志向に関して
は、ダミー変数化における解釈の難しさもあり、0から 10の数値を割り当て、そのままモデルに投入した。 

9 世帯の経済状況を統制する変数である。世帯の経済状況の詳細を回答者が把握していない可能性を考慮し、
「あなたが 17歳の頃のご家庭の暮らし向きについて、最も近いものを選んでください」という質問を行い、
「大変ゆとりがあった」から「大変苦しかった」までの 5件法で回答を得た。本分析では、「大変ゆとりがあ
った」及び「ややゆとりがあった」を 1、それ以外を 0とするダミー変数とした。 

10 被説明変数が満足度（満足：5〜不満：1）のように順序付けられる場合に用いられるモデルのひとつが順序
プロビット・モデルである。本分析では、被説明変数に順序尺度データを用いることから、本モデルを採用し

た。なお、モデルについて詳しくは、Long（1997）や Greene（2000）等を参照されたい。 
11 近年の大学・短大における学部構成の多様化傾向や、地元就職志向等との関連を踏まえ、本稿が被説明変数
に用いたような法人種別に基づくセクターの定義のみならず、法人の設置主体という観点にも関心を広げる余

地がある点について、査読者から指摘をいただいた。 


